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令和３年度  第１回山形地方労働審議会 

 

１〔開 会〕                          （進行：監理官） 

（進行）ご案内の時刻となりましたので、ただいまから令和３年度第１回山形地方労働審

議会を開催いたします。本日はお忙しいところご出席をいただき、ありがとうございます。

また、審議会委員への就任をお引き受けいただき、重ねて感謝申し上げます。 

 本来であれば、ここで委員の皆様に局長より辞令書をお渡しし、お一人ずつご紹介させ

ていただくべきところですが、時間の都合上省かせていただきますことについてご容赦願

います。なお、辞令書につきましては机上配付としておりますが、委員の任期は令和５年

９月30日までの２年間でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 では、早速次第に基づき進めてまいります。 

 

２〔出席状況報告〕 

（進行）初めに次第の２、本日の出席状況についてご報告いたします。お手元の資料、次

第のあとに委員等名簿を添付していますが、都合により欠席されている方は、公益代表の

青塚委員、大泉委員、使用者代表の川口委員の３名で、委員18名中15名の出席をいただい

ております。従いまして、地方労働審議会令第８条によります会議開催及び議決について

の出席要件、委員の３分の２、（すなわち12名）以上、または公益代表委員、労働者代表

委員、使用者代表委員、各３分の１、（すなわち各代表２名）以上を満たしておりますの

で、本審議会は有効に成立することをご報告させていただきます。 

 また、本審議会は公開となっております。報道機関１社が後方席で傍聴されることにつ

いて、予めお断りさせていただきます。なお、カメラ撮影につきましては、頭撮りのみと

させていただきますのでご了承願います。 

 本日の審議会終了予定時刻は正午としております。円滑な進行についてご協力をお願い

いたします。 

 それでは、議事に先立ちまして、山形労働局長 小森より挨拶を申し上げます。 

 

３〔労働局長挨拶〕小森山形労働局長 

 山形労働局長の小森でございます。よろしくお願いいたします。 

 皆様方におかれましては、まず山形地方労働審議会の委員をお引き受けいただきました

こと、そしてご多用にもかかわらず当審議会にご出席いただきましたこと、誠にありがと

うございます。また、日頃より労働局の行政運営に対し、ご支援・ご協力を賜りまして厚

く御礼申し上げます。 

 当審議会におきましては、山形労働局が所管いたします業務に関する重要事項につきま

して、ご審議をお願いしております。 
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 本日は、令和３年度の行政運営方針に係る上半期の進捗状況についてご説明させていた

だき、ご意見を頂戴するということとしております。 

 今年度の行政運営方針につきましては、３月の審議会でご審議いただき、「ウィズコロ

ナ時代の雇用機会の確保」と、「ウィズコロナ時代に対応した労働環境の整備、生産性向

上の推進」、この２つを重点施策といたしまして、また、その他、各分野における重点施

策の展開を方針として掲げまして、雇用の維持・継続に向けた支援や、新たな日常の下で

柔軟な働き方がしやすい環境整備などの取組を行っているところでございます。 

 長引くコロナ禍による経済への影響が大きいことは改めて言うまでもありません。現在、

幸いにして落ち着いておりますけれども、このまま収束に向かうかどうかというのはまだ

見通せない不安定な状況にあると思っております。労働局といたしましては、労働基準行

政、それから職業安定行政、雇用環境・均等行政及び人材開発行政と、この４行政分野の

雇用・労働施策につきまして、労働基準監督署・ハローワークと一体となり、この状況を

乗り越えるためにも確実に推進していくことが重要だと認識しております。 

 多くの企業におかれましては、コロナ禍の中、長引く感染症拡大防止の対応に加え、厳

しい経済状況を乗り越え事業を存続させるために、各種助成金なども活用していただきな

がら、雇用の維持に努めていただいたと思っております。我々行政としても、誠に頭が下

がる思いでおります。今後、コロナが収束し、経済が回復することを願うばかりではござ

いますが、一方で回復に向け人手不足感が加速するということも懸念されております。 

 引き続き新型コロナウイルス感染症の影響による特別相談窓口を労働局、労働基準監督

署・ハローワークに設け、事業主や労働者からの相談などを受け付けながら、ウィズコロ

ナ時代に対応した働き方に関する支援につきましてもしっかりと対応していく所存でござ

います。 

 本日の審議会におきましては、皆様方から、忌憚のないご意見・ご指摘をいただき、今

後の行政運営に反映させてまいりたいと考えておりますので、議論のほどどうぞよろしく

お願い申し上げます。簡単でございますが、私からの挨拶とさせていただきます。本日は

よろしくお願いいたします。 

 

４〔議 事〕 

（進行）では、これより議事に入りますが、長年、委員を務めていただいた前会長の峯田

委員が退任されたことに伴い、新しい会長の選出が必要となりますので、会長選出までの

進行は事務局で行います。 

 〔会長選出〕 

初めに「地方労働審議会令第５条」に基づき、会長の選出を行います。会長は「公益を

代表する委員のうちから委員が選挙する」とされておりますが、選出方法はいかがいたし

ましょうか。これまでと同様に事務局一任でよろしいでしょうか。 
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（異議なし） 

 ありがとうございます。それでは事務局からご提案いたします。公益代表の澤邉みさ子

委員にお願いできればと存じます。澤邉委員におかれましては、平成27年10月に本審議会

の委員に就任され、令和元年10月からは、会長代理の職を引き受けていただいております。

委員の皆様、いかがでしょうか。 

（異議なし） 

 ありがとうございます。異議なしの声をいただきましたので、委員の任期期間令和５年

９月末までの２年間、澤邉委員を会長として選出いたします。 

 澤邉委員、会長職へのご就任どうぞよろしくお願いいたします。 

 では、早速ですが、ここからの議事進行につきましては、会長にお願いいたします。澤

邉会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

 〔会長挨拶〕澤邉会長 

 ただいま会長のご指名をいただきました澤邉みさ子と申します。よろしくお願いいたし

ます。これから、先ほど局長からもご説明がございましたとおり、「令和３年度山形労働

局行政運営方針」の上半期の進捗状況について、労働局の説明を受け、委員の皆様方にご

意見をいただきますが、その前に一言ご挨拶申し上げます。 

 少子高齢化、人口減少が進む山形県において、働き方改革を進め、すべての労働者が希

望を持ち、安心して働くことのできる環境の整備に取り組むことが、持続的な経済の成長

や地域の活性化には、とても重要な課題だと思います。 

 そのため、行政には、働き方改革関連法の履行確保に尽力いただき、また、長引くコロ

ナ禍において、企業と労働者をしっかり支えることが求められると考えますので、労働局

はぜひ、機動的かつ実効性のある取組を行うようお願いしたいと思います。 

 率直な意見を労働局にお伝えすることで、より良い労働行政が推進されるものと考えま

すので、委員の皆様におかれましては、積極的なご発言をお願いいたします。 

 それでは座らせていただきます。 

 

〔委員等の選出〕澤邉会長 

 では、議事に入る前に、「地方労働審議会令」並びに「山形地方労働審議会運営規程」

に基づき、各委員等の指名を行わせていただきます。 

 はじめに「審議会令第５条第３項」「運営規程第６条第１項」に基づき、会長代理と、

本日の議事録署名委員を指名いたします。会長代理は公益代表の砂田委員に、議事録署名

は、労働者代表の設樂委員と使用者代表の丹委員のお二人にお願いしたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

 次に「審議会令第６条第１項」及び「運営規程第９条」に基づき設置する「労働災害防

止部会」と「家内労働部会」に属すべき委員、臨時委員の指名については、名簿資料とし
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て机上に配付させていただきましたので、ご確認いただければと思います。各委員の皆様、

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

 それでは引き続き議事に移ります。令和３年度山形労働局行政運営方針に係る上半期の

進捗状況について説明をお願いいたします。 

 なお、ご質問とご意見等は、すべての説明終了後にまとめてお受けいたします。 

 それでは労働局から説明をお願いいたします。着座のままでかまいませんので、よろし

くお願いいたします。 

 

（１）令和３年度山形労働局行政運営方針に係る上半期の進捗状況について 

○田名網雇用環境・均等室長 

 雇用環境・均等室長の田名網と申します。審議会委員の皆様方には雇用環境・均等行政

につきましても、日頃よりご理解・ご協力を賜っておりますことを深く感謝申し上げます。 

 さて、行政運営方針に対する上半期の進捗状況につきましては、資料－１をお手元にご

用意をお願いいたします。当室担当部分に関する事項について、この中からご説明申し上

げます。 

 資料－１の説明に先立ちまして、恐縮ですが資料－２の２枚目に横表の「雇用環境・均

等室所管法令の施行スケジュール」がございます。こちらをご覧いただけますでしょうか。 

 雇用環境・均等室所掌の法律施行予定につきましては、現時点ではこの資料の通りでご

ざいます。パートタイム・有期雇用労働法、こちらは既に今年度から施行されております。

次の女性活躍推進法は、対象を拡大して来年４月１日から施行となります。それから労働

施策総合推進法。中小企業のパワハラ防止措置について来年４月から施行されます。最後

に育児・介護休業法は来年４月１日から再来年の令和５年４月１日までの間で段階的に施

行されてまいります。 

 このように法改正が集中する状況のもと、円滑に法が施行できるように上半期の業務に

取り組んでまいりました。 

 では、資料－１の方にお移りください。 

 資料－１でございますが、左側をご覧いただきますと、第２ ウィズコロナ時代の雇用

機会の確保とございます。私どもの担当部分は10頁左側の一番上の８でございます。女性

活躍・男性の育児休業取得の推進についてお話し申し上げております。左側の欄は行政運

営方針の内容で、右側が９月末までの取組状況を記載している欄でございます。 

 では、（１）女性活躍推進法の対象拡大に向けた中小企業の支援等についてでございま

すが、右側白い○の１つ目にありますように、新たに行動計画の策定・届出等が義務化さ

れる労働者数 101人以上 300人以下の企業のうち、行動計画の策定届が未届である 304社

に対しまして、既に７月に行動計画の策定・届出に係るわかりやすいリーフレットを作成
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し、助成金や女性活躍推進企業データベースに関する資料とともに送付し、自主的な取組

を勧奨しました。その後、電話での取組を促したところですが、法律の施行までにまだ

少々時間があるということからか、企業の取組が低調でございまして、○の２つ目にあり

ますように、上半期末の時点では101 人以上 300人以下の企業の届出率は24.1％という状

況でございます。 

 ○の３つ目から５つ目にも記載させていただきましたが、あらゆる機会に周知をしてお

りますけれども、現状ではまだ法律の努力義務になっておりますので、年度末に届出率 1

00％に近づけるように企業訪問ですとか電話など、個別の相談に丁寧に対応することで理

解を促し、早めに届出がされるように取り組んでまいりたいと存じます。 

 女性活躍推進法については以上でございますが、○の６つ目、この時期特有の取組がご

ざいます。新型コロナウイルス感染症の感染の恐れからくるストレスによって母体の健康

に影響がある場合も、母性健康管理の措置として医師が休業指導をすることができますの

で、関係機関等92カ所に対し周知を実施しております。この措置は現時点では来年１月31

日までの時限措置となっております。 

 次に項目を１つ飛びまして、11頁の（３）男性の育児休業取得の促進をはじめとする仕

事と家庭の両立支援の推進でございます。①の育児・介護休業法の周知及び履行確保につ

いてですが、この行政運営方針策定時には成立していなかった改正育児・介護休業法が６

月に成立・公布されておりますので、現行の法律とともに改正法につきましても周知を行

っております。上半期の取組といたしましては、○の１つ目、県内４地域で開催しました

ハラスメント対策の説明会で、育児・介護休業法の改正部分に関しましても説明・周知を

行っております。今後は12月に県内５カ所で現行法を含む法改正の説明と就業規則の改定

など、実務的な説明会を開催予定でございます。説明会は、今のところまだ定員に達して

いない会場もございますので、もしご興味があるようでしたらお声掛け等をいただけまし

たらありがたいと存じます。 

 次に白い○の２つ目でございますが、現行法の履行確保に向けまして、日頃から計画的

に事業所を訪問し、法を下回る取扱いがみられた場合には行政指導を実施しているところ

です。上半期の訪問件数でございますが、計画的に実施したものと、相談などをきっかけ

に実施したものとを合わせまして83件でございますが、下半期も引き続き法の履行確保に

努めてまいります。 

 次に②男性の育児休業取得促進をはじめとする仕事と育児の両立のできる職場環境整備

についての取組ですが、○の１つ目、労働者またはその配偶者が妊娠（出産）をしたこと

を知った時に、個別に自社の育児休業の制度はこうだよなど、そういった自社の制度を周

知する措置について、現在努力義務となっております。周知に努めるようにヒアリングに

行った時には助言しておりますが、この部分、来年４月からは個別に制度を周知すること

に加え、制度を利用するのかしないのかというような意向確認までが義務となりますので、
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そのような予定ですということも併せて事業主にお伝えしております。その他、「くるみ

ん」認定制度等について、山形駅前東口の看板での周知や、男性の育児休業を支援する助

成金制度の周知等も行っております。 

 仕事と家庭を両立するための助成金、両立支援等助成金ですが、上半期では 127件の申

請となっております。 

 次に飛びまして15頁の左側１番目、第３ウィズコロナ時代に対応した労働環境の整備、

生産性向上の推進でございます。 

 １「新たな日常」の下で柔軟な働き方がしやすい環境整備のうち（１）「新しい働き

方」に対応した良質な雇用型テレワークの導入・定着促進についてです。中小企業、小規

模事業主への取組支援として、「山形働き方改革推進支援センター」を運営しております

が、令和３年度は山形県社会保険労務士会に委託しております。センターの周知用資料は

雇用環境・均等室資料の２枚目にも添付しております。年次有給休暇の取得ですとか、賃

金制度の見直し、超過勤務の見直し・削減など、そういった働き方改革全般につきまして

相談に応じているセンターでございます。こちらのセンターに寄せられた相談内容のうち、

テレワーク時の細かい労働時間管理ですとか、またセキュリティ対策、テレワーク導入方

法等のより専門的な支援に関するものであった場合には、東京のテレワーク相談センター

というものがあり、そちらの方で専門的な支援を行っておりますので、そこに適切に取り

次ぐというような流れになります。 

 また③の３つ目でございますが、「テレワークガイドライン」及び「人材確保等支援助

成金（テレワークコース）」について。こちらの周知に関しましても実施済みでございま

すが、残念ながらテレワークコースに関しましては利用の実績があまり見られないという

ところでございます。全国的にも利用が少ないということなので、引き続き周知していき

たいと考えております。 

 次に15頁の下から３行目ほどでございますが、ウィズコロナ時代に安全で健康に働くこ

とができる職場づくりのうち、１頁めくっていただきまして16頁になります。16頁の左側

中ほど、（２）働き方改革の実現に向けた取組についてというところでございます。まず

１つ目の○に監督署の「労働時間相談・支援班」による説明会の開催などによる改正労働

基準法の周知とございますが、労働局としてこのような説明会や個別訪問による支援を行

うとともに、中小企業、小規模事業者に対しては、２つ目の○にありますように働き方改

革推進支援助成金の支給を行っておりますので、関係団体等を通じた周知依頼を行ってお

ります。申請状況は９月末で39件となっております。ただ、こちらは予算の範囲内での支

給で、今年度は既に10月中旬にて残念ながら受付を終了しております。 

 次に25頁、左側の中ほど、３の最低賃金引上げに向けた生産性向上等の推進、同一労働

同一賃金など、雇用形態に関わらない公正な待遇の確保の（１）最低賃金・賃金引上げに

向けた生産性向上等に取り組む企業への支援でございます。業務改善助成金は事業場内の



7 

 

最低賃金を引き上げ、生産性向上に役立つ機材や設備などの導入をすることによって支給

されるものですが、助成金の拡充等が行われたことを受けまして、８月に関係団体等に対

しリーフレット送付のうえ周知をお願いしております。 

 また、○の２つ目、３つ目は記載の通りでございますが、こちらもあらゆる機会に周知

を行いまして、中小企業の賃上げに向けた生産性向上を支援しております。賃金制度の見

直しなどについては、働き方改革推進支援センターの相談対応等による支援も行っており

ます。 

 次に26頁の一番下の方、（３）雇用形態に関わらない公正な待遇の確保についてでござ

います。今年度よりパートタイム・有期雇用労働法が全面施行となったことから、法の履

行確保として、１つ目の○、パートタイム・有期雇用労働法に基づく報告徴収を53件実施

しております。また、働き方改革推進支援センターによりまして、各種マニュアルなどを

活用した事業主への支援を行っております。 

 次に27頁下の方になりますが、４．総合的なハラスメント対策の推進でございます。

（１）に書いてありますハラスメント撲滅月間は、来月、12月でございますが、法改正が

集中しておりますので、ハラスメントの説明会は９月から10月にかけ、前倒しで実施済で

ございます。12月には例年通り特別相談窓口を開設しまして、労使から幅広く相談を受け

付ける予定としております。また、関係機関等への講師派遣なども引き続きお受けしたい

と考えておりますので、もし機会がありましたらよろしくお願いいたします。令和２年６

月からパワハラ防止が義務付けられました大企業に対しては、１つ目の○にありますよう

に防止対策が不十分な場合には行政指導を行っております。既にすべての企業に義務付け

になっているセクハラ、マタハラにつきましても、防止措置が不十分な場合の指導も併せ

て徹底してまいります。 

 以上のように計画的に実施するもののほか、労働者からの相談に対応し、速やかに行政

指導や、また別の制度、紛争解決援助制度などに適切に移行し、早期解決を図っておりま

す。28頁になりますが、（２）中小企業に対するハラスメント対策の取組支援策につきま

しては、既にご紹介もしておりますけれども、１つ目の○、県内４地域でハラスメント対

策説明会を計６回実施いたしました。感染防止のため人数を制限したことから参加者数は 

413人となっております。また、監督署の労働時間相談・支援班による働き方改革関連法

説明会等での説明も実施しておりまして、下半期も継続してまいります。 

 以上で私からの説明を終わらせていただきます。 

 

○横田労働基準部長 

 労働基準部の横田でございます。委員の皆様には日頃から基準行政の推進にあたりまし

て格別のご理解・ご協力をいただいておりますことに厚くお礼を申し上げます。 

 私からは労働基準行政の上半期の進捗状況につきまして、お手元に資料－１、基準部の
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部分を抜粋して多少コンパクトにした資料－３をご用意しておりますので、そちらに従っ

てご説明をさせていただきます。 

 資料－３の１頁をご覧ください。まず１頁の大きな番号の１、新たな日常の下で柔軟な

働き方がしやすい環境整備についてです。副業や兼業を行う労働者につきましては年々増

加している状況にございまして、適切な労働時間管理と健康を確保する措置が必要とされ

ております。山形産業保健総合支援センターと連携いたしまして、同センターが主催する

各種研修会などの場において副業・兼業労働者の健康診断助成金のリーフレットを配布し

て、事業者が副業・兼業労働者に定期健康診断を実施した場合などに助成を受けることが

できるということを周知させていただいております。 

 続いて下のウィズコロナ時代に安全で健康に働くことができる職場づくりの（１）職場

における感染防止対策等の推進についてですが、職場における感染症の拡大を防止するた

めに局や監督署等、各窓口や集団指導の場におきまして、感染拡大を防止するためのチェ

ックリストであるとか、取組の５つのポイントといったパンフレットを配布しておりまし

て、感染予防対策の普及を推進しております。 

 また、エイジフレンドリー補助金というものがございますが、こちらは働く高齢者の感

染予防のための費用も補助対象となっておりますので、このリーフレットを集団指導等の

場で配布して、事業場に周知してございます。 

 次に資料の２頁をご覧いただきたいと思います。大きな２番の（２）働き方改革の実現

に向けた取組についてでございます。①の労働時間縮減等に取り組む企業等の支援につき

まして、各監督署に編成しております「労働時間相談・支援班」が説明会の開催や個別訪

問によって改正労基法の内容を周知し、事業場の改正法への対応に向けた相談を受けたり、

支援を行っております。②の自動車運送業や建設業における勤務環境の改善については、

まず建設業向けには国交省東北地方整備局と連携しまして、建設業向けに改正労基法と

「建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン」、これらに関する説明会を

開催いたしました。下半期にはこれに加えて自動車運送業向けに、同じく国交省山形運輸

支局と連携して、改正労基法の内容と「荷主と運送事業者の協力による取引環境と長時間

労働の改善に向けたガイドライン」、これらに関する説明会を第４四半期に開催する予定

としております。 

 資料の３頁をご覧いただきたいと思います。③の長時間労働の是正に向けた監督指導等

についてでございますが、重点課題としております「長時間労働の抑制、そして過重労働

による健康障害防止の徹底」に関する取組として、労働局及び監督署、ハローワークで把

握した情報を基に、過重労働が疑われる事業場を対象として本年監督指導を 136件実施し

たところでございます。労働基準関係法令の違反率については64％でございました。下半

期に向けては今月、11月の過重労働解消キャンペーン期間を中心として、ここに記載しま

した各種の取組を展開している最中でございます。特に山形県経営者協会様と連合山形様
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におかれましては、先月末、働き方改革に向けた労働局長からの直接要請にご協力をいた

だきまして、誠にありがとうございました。 

 資料の４頁をご覧いただきたいと思います。働き方改革を進める中で大企業や親事業者

による長時間労働の削減に係る負担が下請けや中小事業者に転嫁されるという、いわゆる

「しわ寄せ」が問題になっております。⑤の長時間労働につながる取引環境の見直しにつ

きましては、監督指導を実施した際に労働時間に関する法違反があって、その背景に親事

業者のいわゆる下請法違反というものが疑われる場合には、中小企業庁や公正取引委員会

に通報させていただいておりますが、これに関しては上半期に通報した該当事案はござい

ませんでした。今月、11月は過重労働解消キャンペーンの取組に併せまして、この「しわ

寄せ防止キャンペーン月間」でもございますので、そちらの方の周知・啓発も併せて行っ

たところでございます。 

 資料の５頁をご覧いただきたいと思います。（３）の①法定労働条件の確保等について

です。中小企業や小規模事業場の中には、労働条件の明示であるとか、36協定の締結とい

った基本的労働条件の枠組みや管理体制が確立されていないところもありますので、そう

した事業場に対しては監督指導時に是正を勧告し、法定労働条件の遵守を図らせていただ

くとともに、重大または悪質な事案があった場合は司法処分を行うなど、厳正に対処して

いるところでございます。また、賃金不払残業などを防止するために集団指導等の機会に

「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」の周知に

努めております。それから、下線を引いたところに記載いたしましたが、監督署では上半

期に1,292事業場に監督指導を実施いたしまして、そのうち労働基準関係法令の違反とし

て是正勧告をした事業場は 735か所というふうになっております。司法処分につきまして

は、本年１月から９月までの累計で６件、検察庁に送検しておりますが、そのうちの２件

が賃金不払事案でございました。今後も引き続き、法定労働条件の遵守徹底を図ってまい

りたいと思います。 

 次に資料の６頁をご覧ください。（３）の③、「労災かくし」の排除に係る対策の一層

の推進についてです。「労災かくし」の排除に関しては大きく２つのポイントがございま

すが、その１つ目としては、局・署内部の担当部署間での情報共有と連携を図り、対外的

には各監督署の窓口などで労災かくしは駄目だという啓発リーフレットを配布しておりま

す。仕事中や通勤途中に労働者が怪我をされた場合、健康保険が使えませんので、労災保

険で自己負担なく受診・治療をしていただくということが原則でございます。また、事業

者としては、労働災害が発生したということで監督署にきちんと労働者傷病報告を提出す

るという義務がございます。監督部署や安全衛生担当部署、労災担当部署のいずれかがこ

のような情報をつかんだ場合には、相互に必ず情報を共有することとし、悪質なケースの

場合には司法処分をすることも念頭において厳正に対処しているところでございます。２

つ目としては、全国健康保険協会山形支部でございますが、そこで健康保険の請求情報を
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見たところ、これは労災なのではないかと疑われる事案があった場合に、事業場の方に詳

細を確認したうえで労働局の方へ情報を提供いただきまして、監督署に労災保険請求がな

されないものがあれば、労災請求をするように勧奨することとしております。この件につ

きましては、本年度はこれまで情報提供が11件ございましたが、その後すべて労災請求が

出てきておりましたので、請求勧奨をした事案はございませんでした。 

 次に資料の９頁をご覧いただきたいと思います。（５）迅速かつ公正な労災保険給付の

①新型コロナウイルス感染症に係る的確な労災補償についてです。感染症に係る労災請求

につきましては、監督署の方で労災請求を受理した後、労働局の労災補償課と情報共有を

しますとともに、監督署の方で迅速かつ的確な調査を行って、速やかに決定させていただ

くよう努めております。また、事業場から監督署に労災に係る相談がなされた場合には、

パンフレット等をお示しして丁寧にご説明したうえで、必要な場合は労災請求いただくよ

うに勧奨させていただいております。感染症に係る労災請求は、資料に記載のとおり令和

２年度は48件。これは既に全件支給決定済みでございます。令和３年度については、９月

末までに24件請求がございまして、うち16件が支給決定済みとなっております。今後とも

感染症に係る労災請求がなされた場合には、請求者の状況をよく確認しながら、監督署と

労働局が連携して迅速・適正な事務処理に努めてまいります。 

 資料の10頁の方に移ります。（５）の②、過労死事案に係る的確な労災認定について。

昨年度に改正されました精神障害の労災認定基準に続きまして、脳・心臓疾患の労災認定

基準が20年ぶりに改正されたところでございます。本年９月15日から新たな基準に基づい

て迅速・適正な事務処理を行っているところでございます。下の方に過労死等の請求事案

に係る労災補償状況をご紹介しておりますが、まず脳・心臓疾患事案につきましては、こ

こ数年請求件数は５件以下で推移しておりますが、本年度は前年からの繰越し１件を含め

た３件に対して２件既に決定等をしておりまして、うち１件が業務上災害であると認定し

て支給決定をいたしました。精神障害事案につきましては、平成28年度以降、請求件数が

増加傾向で推移しているところですが、本年度は前年度からの繰越し10件を含めた16件に

対して９件の決定をしております。その９件のうち２件は業務上災害であると認定して支

給決定しております。 

 次に11頁をご覧ください。（５）の③、石綿関連疾患に係る的確な労災認定等について

ですが、石綿関連疾患につきましては、ここ数年請求件数が１桁以内で推移しております

が、本年度は前年度からの繰越し２件を含めた４件に対して１件支給決定をしているとこ

ろでございます。 

 続きまして資料の７頁、健康安全関係になります。（４）の労働者が安全で健康に働く

ことができる環境の整備の①になります。本年度は第13次労働災害防止計画の４年度目に

あたります。今年度の目標につきましては、死亡者数については前年を下回ること、死傷

者数については前年の３％以上の減少を目指すというふうな目標にしております。本年９
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月末における労働災害発生状況について申し上げますと、死亡者が５人、前年同期より２

人減少し、死傷者数につきましては 985人と、前年よりも 248人、約34％の大幅な増加と

なっております。死傷者数が増加した主な要因としましては、本年１、２月が積雪が非常

に多かったため、転倒などの冬季型災害が多発したこと、また新型コロナウイルス感染症

のり患者というものも多数生じたということでございますが、このような特徴的な災害を

除いて計算しても、なお前年に比べて増加していたということに加えまして、夏以降もな

かなか減少傾向が見えないという状況でございました。このような危機感の募る状況を踏

まえまして、９月末でございますが、労働局から建設業など重点業種に係る労働災害防止

団体等に対しまして、文書でもって労働災害防止対策の徹底を緊急要請させていただくと

ともに、各監督署にも同対策の周知徹底を図るように改めて指示をしたところでございま

す。 

 次に資料の８頁、（４）の⑤でございます。労働災害防止団体と連携して行います「山

形ゼロ災３か月運動・2021」は本年度で10年目となりました。引き続き関係団体と事業場

に対する運動の周知に努めまして、10月から12月までの運動期間中、しっかりと安全衛生

活動に取り組んでいただくこととしております。また、続く12月15日から翌年２月15日ま

での２か月間、「冬の労災をなくそう運動」を展開いたしまして、この期間に多発する凍

結路面での転倒災害や交通労働災害、雪下ろし中の墜落災害など、冬に特有の労働災害の

防止に各事業場で積極的に取り組んでいただくよう、関係団体等を通じて要請をしており

ます。来月、12月には山形労働局長を含め東北ブロック６局の労働局長による年末一斉パ

トロールを実施するよう予定しております。 

 続いて資料の12頁をご覧いただきたいと思います。最低賃金制度の適切な運営について

でございます。今年度は中央最低賃金審議会から最低賃金の引上げの目安額として全ラン

クについて28円という金額が示されました。これを受けまして山形県最低賃金につきまし

ては、公労使の委員の皆様の真摯なご審議をいただきまして、時間額を29円引き上げて 8

22円とする答申をいただきました。その後、改正決定を行いまして10月２日から発効して

いるところでございます。最低賃金に係る広報が重要になると考えておりまして、添付し

ております最低賃金のリーフレットなどを活用して、様々な機会をとらえて使用者や労働

者に対する改正金額の周知・徹底に努めてまいりますが、皆様方それぞれのお立場からの

周知にもお力添えをいただければ大変ありがたいと思います。 

 また、最低賃金の履行確保につきましては、来年１月から３月に最低賃金の履行確保上

問題があるというふうに考えられる事業場を重点として監督指導を展開する予定としてお

ります。資料の方には令和２年度の監督指導結果を記載しておりますが、 259事業場を監

督しましたところ、23事業場が最低賃金法に違反しており、違反率は 8.9％でございまし

た。昨年の引上率は３円でございましたが、今年は29円でございますので、少し影響率も

高いというところから、今後実施する監督につきましては違反率がもう少し上がるものと
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いうふうに考えております。 

 次に資料の13頁をご覧ください。５の病気の治療と仕事の両立支援についてでございま

す。昨今の医療技術の進歩等によりまして、がんや脳卒中、心疾患などの病気を抱える患

者でも、多くの方が働きながら通院・治療するようになっておりますが、一方で病気を理

由として離職されてしまう方も多いということから、病気の治療と仕事の両立、あるいは

再就職について気軽に相談等ができる体制づくりが求められております。 

そこで（１）でございますが、山形労働局では、企業が病気を抱える労働者に就業上の

適切な措置や治療に対する配慮をして、治療と仕事の両立が可能となるように、職場にお

いて必要な取組をまとめたガイドラインなどを、集団指導等の際に事業場に配布していま

す。併せて、治療と仕事の両立支援に取り組む企業に対する助成金制度についても周知・

利用を勧奨しております。治療と職業生活の両立に関する関係者からのご相談については、

山形県産業保健総合支援センターの方で対応しておりまして、両立支援に係る制度の導入

であるとか教育などについて、企業に対して個別訪問による支援も実施しているところで

ございます。（２）につきましては、治療と仕事の両立支援を推進するため平成29年度に

設置した山形県地域両立支援推進チームについて、これまで年１回開催してきております

が、本年度は昨年度に引き続いて新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から書面による

開催を近く予定しております。また（３）につきましては、１つ目に主治医など医療機関

側、２つ目に産業保健スタッフや人事労務担当者などの会社側、３つ目に患者に寄り添う

両立支援コーディネーター、の三者で患者をサポートするトライアングル型の両立支援体

制の確立に向けまして、労働者健康安全機構が開催しておりますオンラインの両立支援コ

ーディネーター基礎研修の日程を、山形労働局ホームページに掲載して周知をしておりま

す。主治医と会社の連携の中核を担う両立支援コーディネーターの養成に資するようにし

ておりますほか、ハローワークとがん診療連携拠点病院が連携した支援としまして、ハロ

ーワークの就職支援相談員が県立中央病院とか日本海総合病院などへ定期的に出張して、

長期療養している方の希望や治療状況を踏まえて職業相談や職業紹介などを実施してござ

います。 

 以上、やや駆け足となって恐縮ですが、労働基準行政に関しての説明でございました。

ありがとうございました。 

 

○古川職業安定部長 

 続きまして職業安定部からご説明申し上げます。職業安定部長の古川と申します。よろ

しくお願いします。日頃よりハローワーク等におきます職業安定業務につきまして、委員

の皆様方にはご理解、ご協力を賜りましてありがとうございます。 

 それでは No.１の資料に基づいてまずご説明をいたします。まず１頁になります。１頁

の第２ウィズコロナ時代の雇用機会の確保というところから、１、雇用維持・継続に向け
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た支援というところで、新型コロナウイルス感染症の影響により、休業を余儀なくされた

労働者の雇用維持のために、雇用調整助成金等によりこれまで支援をしてきたところでご

ざいます。特例措置につきましては、支給上限額を一部段階的に引き下げたうえで、令和

４年３月まで延長するという方針が現時点で打ち出されております。４月以降の特例措置

につきましては、雇用情勢を見極めながら今後検討していくということになっております。

山形労働局におきましても迅速な支給に努めているところでございまして、令和３年９月

末現在、累計で約39,000件、金額にすると 264億円の支給実績がございました。 

 それから雇用維持についての、もう１つの柱でございます在籍型出向の推進をしており

ます。出向の際の賃金等を助成する産業雇用安定助成金の活用も進めておりまして、同助

成金につきましては令和３年９月末現在で８事業所、37人の労働者の方について出向計画

を出していただいております。 

 今年６月に山形県在籍型出向等支援協議会を立ち上げたところでございまして、労使の

皆様方、それから産業雇用安定センター、山形県をはじめとする行政機関とともに引き続

き在籍型出向の推進を進めていきたいと考えております。 

 次に２、ハローワークシステム刷新を踏まえた職業紹介業務の充実・強化です。ハロー

ワークシステムというハローワークで使っているシステムの刷新が進められているところ

でございまして、今年９月からはオンラインによる職業紹介等ができるようになりました。

それにはまず求職者、事業主の皆様方にマイページというアカウントのようなものを開設

していただく必要があります。ハローワークではその開設の勧奨を進めているところでご

ざいます。一方で来所していただいて職業相談をする必要がある方も多数いらっしゃいま

すので、「求職者担当者制」等によりまして、一人ひとりの状況に応じたきめ細かな職業

相談を行っているところでございます。 

 続きまして２頁をおめくりいただきまして、３の業種・地域・職種を超えた再就職等の

促進でございます。（１）と（２）の項目につきましては、ハローワークの基本的業務と

言えますけれども、各ハローワークの全国ネットワークによる地域を超えた職業紹介、そ

れからコロナの影響で離職した方が早期に就職できるよう、積極的な求人開拓等を実施し

ております。 

 続きまして３頁に進んでいただきまして、ちょっと飛ばして（５）の職業訓練を活用し

た再就職支援でございます。山形県と高齢・障害・求職者雇用支援機構におきまして、さ

まざまな分野における公的職業訓練を実施していただいております。ハローワークではコ

ロナ禍におきましてやむなく離職してしまった方が、それらの職業訓練を活用してスキル

アップし、早期に再就職ができるよう訓練のあっせんを行っております。特に求職者支援

訓練につきましては、令和３年９月末までで 197人の方に受講していただきました。これ

は昨年同時期の約 1.7倍の受講者数となっております。 

 続きまして４頁にお進みください。（７）の業種・職種を超えた転換に伴う再就職等を
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促進する県の取組等支援の項目でございます。「地域雇用活性化推進事業」というものが

ありますが、こちらは酒田市雇用創造協議会に引き続きまして、令和３年度から南陽市地

域雇用創造協議会から「南陽市地域雇用創造計画」を出していただきまして、当審議会に

も諮問させていただきまして、「おおむね妥当と認める」とのご回答をいただいたところ

でございます。厚生労働省におきまして８月31日付で採択をされまして、10月１日から取

組をスタートしているところでございます。 

 次に（８）「雇用対策協定」による県・市町村等との連携でございます。山形県庁と

「山形県雇用対策協定」というものを締結しておりまして、その協定に基づきまして地域

一体となって雇用施策に取り組んでいるところでございます。令和３年度におきましても

「山形県雇用対策協定に基づく事業計画」というものを策定しまして、その中で、例えば

「ハローワーク紹介による正社員就職件数 8,191件」等、そこに列記させていただいてお

ります具体的目標を立てております。山形県、それから労働局がそれぞれの強みを活かし

て課題に対応していきたいというふうに考えております。 

 続きまして５頁にお進みください。４非正規雇用労働者の再就職支援、新規学卒者への

就職支援の項目でございます。（１）ハローワークでの担当者制支援、それから（２）の

求職者支援訓練による再就職支援については、先ほどの項目でご説明したのと同様の取組

をしているところでございますが、コロナ禍におきましては、非正規雇用労働者の方々が

より厳しい状況におかれている可能性がございますので、求職者支援制度の給付金等も利

用しながら、より丁寧な職業相談をしているところでございます。なお、先ほど触れた求

職者支援訓練の実績はこちらの方に記載させていただいております。 

 次の（３）、新規学卒者等への就職支援でございます。令和４年３月に高等学校卒業予

定の学生の９月末時点の内定率は67.5％というふうになっております。平成７年に統計を

取り始めて以来、この時期としては過去最高の数字というふうになっております。各ハロ

ーワークにおきまして、各高校等と連携させていただいて、第２の就職氷河期世代となら

ないよう支援を進めてきたところでございます。新卒応援ハローワークというところがあ

るんですけれども、臨床心理士を配置しまして、心のケアも含めてきめ細かな相談をして

いるところでございます。また、ユースエール認定制度というものがありまして、若者の

採用・育成に積極的で、雇用管理の状況が優良な中小企業様を厚生労働大臣より認定をさ

せていただいております。令和３年度９月時点で既に４件の認定を行わせていただいたと

ころでございます。 

 続きまして少し飛びまして７頁になります。就職氷河期世代支援の関係でございます。

就職氷河期世代の支援につきましては、令和元年の政府のいわゆる「骨太の方針」に「就

職氷河期世代支援プログラム」として、令和２年度から４年度の３年間、集中的に取り組

むというふうにされているところでございます。その中の取組として、まず（１）ハロー

ワークにおける専門窓口の拡充等でございますが、ハローワークやまがたに就職氷河期世



15 

 

代の支援窓口を設置いたしまして、これまでの職務経験など求職者の状況を丁寧に確認さ

せていただきまして、それぞれの態様に応じた支援メニューを用意し、きめ細かに提供し

て支援に当たっているところです。また、事業所には、就職氷河期世代を対象とした求人

の申し込みをしていただけますよう、求人の開拓を実施しまして、各種助成金の活用によ

り、積極的な採用をしていただくようお願いをさせていただいているところでございます。 

 ちょっと飛びまして８頁でございます。（４）地域若者サポートステーションの関係で

ございます。地域若者サポートステーション、いわゆるサポステというふうに呼んでいま

すが、民間団体に委託をさせていただきまして、30代までの無業者の方の支援をこれまで

行ってきたところですけれども、令和２年度からは、こちらのサポステの知見を活用いた

しまして、対象を40代、49歳まで拡げまして就職氷河期世代の支援にも当たっているとこ

ろでございます。昨年度、今年度ともコロナ禍にあっては、無業者の方がサポステに来て

いただいて支援を受けるということに躊躇するという傾向が強く出ているところでござい

ます。そこでサポステと福祉機関、またはハローワークの連携を強化いたしまして、１人

でも多くの無業者の方が就職いただけるよう取り組んでいるところでございます。次に

（５）プラットフォームを活用した支援という項目でございます。就職氷河期世代の支援

に当たっては、関係行政機関、労働団体、経済団体等を構成員とした「やまがた就職氷河

期活躍支援プラットフォーム」を設置いたしまして、各機関が連携して取組を進めている

ところでございます。令和元年９月にはプラットフォームにおきまして、事業計画を定め

まして、その中でＫＰＩ（重要業績評価指標）としてハローワーク紹介による正社員就職

件数３年間で 3,000件以上、それから企業内正社員転換数を３年間で 1,000件以上という

目標を設定のうえ進捗管理をしております。正社員就職件数につきましては、令和２年４

月から令和３年８月末の累計で 1,663件、それから正社員転換数は同じく令和２年４月か

ら令和３年９月末の累計で 590件となっております。コロナ禍で大変厳しいところではご

ざいますが、順調に取組を進めているところでございます。 

 続きまして７高齢者の就職・社会参加の促進でございます。（１）として70歳までの就

業機会確保等に向けた環境整備等でございます。現在、事業主の方々には65歳までの雇用

確保義務、それに加えて令和３年４月１日から「高齢者等の雇用の安定等に関する法律」

の改正が施行されまして、70歳までの就業機会確保の努力義務が課されているところでご

ざいます。労働局・ハローワークとしましては、その内容の周知をさせていただくととも

に、高齢・障害・求職者雇用支援機構と連携しながら事業所の支援をさせていただいてお

ります。 

 続きまして９頁をご覧ください。（２）のハローワークにおける生涯現役支援窓口など

のマッチング支援の拡充でございます。４つのハローワークに生涯現役支援窓口を設置し

まして、高齢期の生活を踏まえた職業生活の再設計等に係る相談・援助、それから高齢者

の求職者向けの求人の開拓など、チームを組んで、体制を組んで支援をしております。 
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 続きまして障害者の関係で12頁にお進みください。９障害者の就労の促進でございます。

（１）中小企業をはじめとした障害者の雇入れ支援等の強化というところで、障害者の法

定雇用率につきましては、令和３年３月１日に民間企業は 2.2％から 2.3％に引き上げが

行われました。未達成の事業所様に対して雇用率達成指導を行うとともに、「地域障害者

職業センター」、それから「障害者就業・生活支援センター」等とともに障害者就労支援

チームというものを組みまして、障害者の方の就職に向けた支援、それから事業所におけ

る雇い入れや定着の支援を行っております。（２）にございます精神障害者、発達障害者、

難病患者等の多様な障害特性に応じた就労支援というところで、特に精神障害者、発達障

害者、難病患者等につきましては、ハローワークやまがたに配置しております発達障害者

雇用トータルサポーターという専門的な支援を行う相談員での支援、それから企業内で精

神・発達障害者を温かく見守り、支援する「精神・発達障害者しごとサポーター」という

方の養成講座を集合形式とか出前形式で開催をさせていただいておりまして、支援の環境

づくりを推進しているところでございます。 

 以下、13頁、14頁のところで、外国人に対する支援、それから生活保護受給者等に関す

る就労支援等、さまざまな就職困難者に対して支援を行っております。時間の関係上、詳

しいご説明は割愛いたしますが、ハローワークにおきましてそれぞれの状況に応じた職業

相談、それから就職支援を行っているところでございます。 

 駆け足でございましたが、取組についてのご説明は以上でございますが、もう１つ職業

安定部のご説明として資料 No.４をご覧いただければと思います。こちらは「令和２年度

ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組」の概要についてという

資料でございます。内容については、おめくりいただいて１頁になります。こちらは平成

27年度からハローワーク総合評価の取組を続けているところでございまして、目標を管理

し、実績を公表させていただいたうえ、業務改善を自ら行っていくという一連の流れを継

続していくことにより、ハローワークのサービスの質を向上させていくという趣旨の取組

をしております。今般、令和２年度の評価がまとまりましたので、公表に先立ちご報告を

させていただきたいと思います。 

 ２頁をご覧ください。ハローワークを評価するに当たりましての各種指標があるんです

けれども、その内容についてはこちらに列挙している通りでございます。 

１（１）として主要指標の就職者数、求人充足数、雇用保険受給者の早期再就職件数をは

じめとして、２（１）所重点指標、それから２（２）所重点項目の各項目。これらの項目

によりまして各ハローワークの評価をしております。ただし、令和２年度、それから今年

令和３年度におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により実績は参考値として

見るという取り扱いになっているところでございます。 

 その評価の結果ですけれども、３頁をご覧ください。評価は各ハローワークの規模によ

りまして、全国のハローワークの各規模によりまして、グループ分けを行っておりまして、
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同じ規模のハローワーク同士を比べることで進めております。県内で一番規模の大きいハ

ローワークは山形でございますが評価グループ３となっておりまして、他のハローワーク

はご覧のとおりの位置づけとなっております。 

 令和２年度の総合評価の標語、結果ですけれども、類型２、下のピンクのイメージの表

がありますが、類型の「良好な成果」のハローワークは左のピンクの枠にありますように

類型２として山形、酒田、鶴岡、寒河江の各ハローワークになっております。それから類

型３として「標準的な成果」のハローワークにつきましては米沢、新庄、長井、村山の各

ハローワークということになっております。先ほど申し上げましたとおり、ここに※で小

さく書いてありますが、あくまでも参考扱いということになっておりますのでご参考まで

にご報告申し上げます。 

 それから資料の続きとしまして、１枚めくっていただいたところの４頁につきましては、

取組の事例ということで、増加するオンライン面接を想定した面接対策のセミナーという

ことで、ハローワーク米沢の取組を例として記載させていただいております。それ以下は

資料の続きとして各ハローワークの別の取組内容を付しております。ちょっと細かくなり

ますので説明は割愛させていただきますが、後ほどご覧いただければ幸いでございます。 

 簡単ではございますが、職業安定部からの説明は以上になります。ご意見等賜れれば幸

いでございます。よろしくお願いします。 

 

○貝梅総務部長 

 総務部長の貝梅と申します。よろしくお願いいたします。委員の皆様におかれましては

日頃からさまざまな形で労働行政の推進にご協力いただいていることにこの場をお借りし

てお礼申し上げます。 

 私からは労働保険適用徴収業務の適正な運営についてご説明いたします。資料１の29頁、

後ろから２頁目をご覧ください。労働保険制度はそれ自体が労働者のセーフティネットで

あるとともに、これまで説明してきました労働行政における各種施策を推進するにあたっ

て、その財政基盤となる非常に重要なものでございます。また、労働保険料を負担してい

ただくにあたり、保険料負担の公平性を確保するということが非常に重要であることから、

山形労働局では未手続事業の解消、収納未済歳入額の削減を最重要課題として上半期は取

り組んでまいりました。 

 29頁の最初の項目ですが、今、関係行政機関とか委託事業者から未手続事業の情報提供

をいただきまして、令和３年９月までに未手続事業として把握した件数は 225件、そのう

ち実際に労働者を雇って保険関係を成立する必要があったものが111件ございました。事

業の改廃につきましては日々行われているものでございますので、引き続き下半期におい

ても未手続き事業の把握・成立に努めてまいりたいと思います。 

 それから２番目の項目ですが、新型コロナウイルス感染症の影響により、保険料の納付
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が困難になった場合の対応として、労働保険料の納付の猶予・換価の猶予という制度がご

ざいます。これは保険料の納付を一定期間延長するというような措置を取ることができま

す。保険料の納付が難しいという相談がありましたら、こちらの制度を活用するよう指導

したところ、上半期に15件の申請がございました。15件すべてについて猶予を認めている

ところでございます。 

 １枚おめくりいただいて、労働保険料の収納状況を見ると、収納率が令和３年９月末時

点ではございますが、山形県の労働保険料の収納率は44.8％となっております。全国平均

が43.0％ということですので、全国平均を上回る結果となっています。それから（２）の

年度更新の円滑な実施についてでございます。昨年度はコロナ禍の影響が非常に大きかっ

たので集合受付を６カ所に限定しておりましたが、今年は感染対策を適切に行ったうえで

20カ所で行いました。この結果、年度更新の業務目標を本省から課せられていまして、９

月末までにすべての事業場の年度更新を終えるよう指示されております。山形労働局は９

月末までにすべて完了することができました。これは全国でも山形県と島根県のみという

大変優秀な成績だったということでした。また、コロナ禍において感染拡大防止の観点か

ら、各種申請については郵送あるいは電子申請が有効であります。特に電子申請について

は労働局に体験コーナーを設けるなどして利用勧奨を進めてまいりました。下から２番目

の項目ですが、その結果前年度と比較すると49.3％増の 2,571件の電子申請の利用がござ

いました。ただ、全体で見るとまだ13.8％にとどまっており、引き続き電子申請の利用勧

奨を行ってまいりたいと思います。 

 それから令和２年度から特定企業、特定法人、具体的には資本金が１億円以上の法人に

ついては電子申請が義務化されております。山形県では 215法人が該当しますが、現時点

で 150法人から電子申請を受け付けているという状況であります。残りの法人についても

来年度以降、電子申請をいただけるよう積極的な利用勧奨を進めていきたいと考えており

ます。私からは以上になります。 

 

（２）〔意見交換〕 

○澤邉会長 

 ありがとうございました。以上労働局からの説明についてご質問、ご意見、あるいは行

政全般についてのご提案等、各委員からいただきたいと思います。こちらどの委員からで

も結構ですので、よろしくお願いいたします。 

 

○蒲原（労）委員 

 労働側の蒲原です。どうぞよろしくお願いいたします。初めての審議会ですので、どの

ように発言をしたらよいのか分かりませんが、失礼なことがあればご容赦いただきたいと

思います。 



19 

 

 まず全般的に懸命な周知徹底、そして指導ですね、それぞれの部局がしていただいてい

ることに感謝申し上げます。まず１点目ですけれども、産業雇用安定センターとの出向型

の就労マッチングについてですが、これが私たち労働者にとっては雇用を守る最後の砦だ

ということで、労働側も懸命に使用者側の方々と意見交換をさせていただいていますが、

この数値的なもの、産業雇用安定センターが捉えているもの、ハローワークが捉えている

もの、数、あるいは推移などが分かれば教えてください。 

 ２点目は、男性の育児休業の取得についてです。昨今、新型コロナウイルス感染症の影

響があるかもしれませんが、少しずつ取得率が上がってきているという報道もあります。

これは各部局の方では言い続けていかなければならない運動の一つだと思いますので、引

き続きご努力をいただきたいと思います。 

 ３つ目ですが、障害者の就労の部分です。法定雇用率に満たなければ罰金と言うか、違

反金を支払えばいいやという企業も中にはあると聞きますので、ぜひ、そういう観点では

なく、企業の社会的責任だということで、その企業にも趣旨徹底、特に私のＵＡゼンセン

に加盟している組合の企業は、第三次産業が多く、そういうことも含め支払えばいいやと

いうことではなく、企業のブランドを上げるんだということも含め周知徹底を、これから

もお願いしたいと思います。 

 ４点目ですが、副業とか兼業の話がありました。これはちょっと労働側からの発言では

少しずれるかも知れませんけど、正社員は副業禁止が企業の中で多く存在しているという

ことですので、私のイメージは非正規社員の方々、例えばＡスーパーマーケットで働いた

のち、Ｂスーパーマーケットで働くというような方々なのかなと思っています。企業とし

て労働者の健康管理はしっかりやるという社会的責任があるとは思いますが、本人の労働

の自由もあるので、この問題が重点施策になっている背景を教えていただきたいと思いま

す。ちょっと違和感を感じたものですから、ここを教えていただきたい。 

 最後に、労災の件数です。ＵＡゼンセンの製造業も非常に死亡災害が多くなってきてい

るという内部データもありますが、製造業は特にコロナで仕事が減り、生産量が低くなる

と、注意がおろそかになっていくので、製造業の組合は今労災事故に対し徹底した注意喚

起を行っています。特に第三次産業は、死亡事故はないんですが、怪我の事故が非常に多

いので、ここも徹底していただきたいと思います。いわゆる製造業は労働の安全活動はし

っかりやります。衛生活動は二の次というふうなところが見える。第三次産業、小売業、

サービス業は労働安全活動は全くできていない。衛生活動、メンタルヘルスの活動は企業

としてもよくやっているんですが、安全活動、要するに身体の怪我を防ぐ活動ですね、こ

れは全くできていない。ここもしっかり指導をこれからしていきたいと思っております。

こういう発言でよかったのかどうかも含め、ご意見をいただきたいと思います。 
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○澤邉会長 

 蒲原委員、ありがとうございました。５つご質問とご意見とございました。担当される

ところについてご質問に答えていただくこと、またはコメント等をいただけましたらと思

いますが、よろしいでしょうか。順番はお任せいたします。 

 

○古川職業安定部長 

 職業安定部の古川ですが、ご質問、ご意見どうもありがとうございます。私からは産業

雇用安定センターとの在籍型出向、それから障害者雇用についてお答えをいたします。 

 在籍型出向のご質問の趣旨というのは、その件数の推移ということでよろしいでしょう

か。 

 

○蒲原（労）委員 

 はい。件数とか推移がハローワークと産雇センターさんと連絡会議をしながら進めてい

く中で、件数が変わってきているのかどうか。 

 

○古川職業安定部長 

 はい、分かりました。件数の推移としましては、こちらの制度が令和２年度の２月から

始まっているんですけれども、令和２年度におきましては、事業所数で４件、それから出

向の労働者の方にしますと20名の方の出向の計画を出していただいております。それから

令和３年度に入りまして、６月に１件の事業所、それから３名の労働者の方の計画の届け

出がございました。それから少し飛んで９月に３件の出向の事業所、それから14名の労働

者の方の出向の計画の届出がありました。先ほどおっしゃいました連絡会議等を設置しま

して、これからの雇調金の動向にもよるんですけれども、これからも必要になっていく取

組だと思っていますので、先ほどの労使の方で協議いただいているというお言葉は大変あ

りがたく思います。こちらとしては周知等に努めてまいりたいと思いますので、引き続き

よろしくお願いできればと思います。 

 続きまして障害者の雇用についてのご意見でございます。おっしゃるとおり、障害者の

雇用につきましては、就労を希望される障害者の方がいきいきと働いていただけるという

のが趣旨でございますので、おっしゃるとおり、お金を払えばいいやという趣旨ではもち

ろんまったくございません。その点につきましては、ハローワークの方で障害者の雇用を

満たすよう、事業所様に対して指導を行わせていただくところはもちろんですけれども、

それだけではなくて各種助成金を活用した支援、それから各関係機関と連携をいたしまし

て、障害者の雇用のノウハウ等をアドバイスさせていただき、障害者の雇用を引き続き促

進してまいりたいと思います。職業安定部からは以上でございます。 

 



21 

 

○澤邉会長 

 では、よろしくお願いいたします。 

 

○横田労働基準部長 

 労働基準部から関連のご質問についてお答えさせていただきたいと思います。質問の４

番目ということで副業・兼業の関係でございます。確かに、いま現在若干増えてきている

とはいうものの、基本的に正社員の方々、これまでなかなか兼業が許されていないという

ようなところでございましたけれども、労働者にはそれぞれいろいろな働き方の志向がご

ざいまして、最近では必ずしも許可していないという企業ばかりではなくなってきている

と。新たに起業された所であるとか、古くからの所はちょっとあれかもしれませんが、そ

ういう所で実際事業場が複数、場合によっては３つ掛け持ちでやられているという副業・

兼業者もいらっしゃるというところでして、そうなると労働基準法等との関係では労働時

間を通算して、労働時間管理をしなければいけないであるとか、あるいは、例えば、一つ

の事業場で短時間働くだけでしたら、常時働いているわけではないということで健康診断

は実施されていないとしても、いくつか掛け持ちをして働くということになりますと、や

はり健康確保措置が重要だということで、労働時間の通算をきっちりして管理をしていた

だき、健康診断やストレスチェックなど健康確保措置の実施に配慮していただきたいとい

うことを啓発しているところでございます。ただ、山形県内でも、どのような企業にどれ

ぐらいの副業・兼業者がいるかということにつきましては、なかなかデータが把握されて

いないところでございまして、局としましては一般的な周知、それから健康診断助成金に

ついてもリーフレットを色々な機会に配るというようなやり方でして、やはりピンポイン

トで必要な情報をお届けすることができないというところが課題かなと思っております。 

 続いて労働災害の関係でございますが、第三次産業の死傷者数が全国的に増えておりま

すので、滑った転んだを含めて死傷災害をいかにして減らすのかというのが全国的な課題

となっております。特に、サービス部門ということで業種ごとに労働災害防止対策をお示

しして、転倒災害など代表的な災害をいかに減らしていけばよいのかということをご提案

しているところでございまして、山形労働局におきましてもこの死傷者数の減少を重点課

題として引き続き対策の強化を図っているところでございます 

 

○澤邉会長 

 育児休業の件、これからもということだったんですけれども、もしコメントがありまし

たらよろしくお願いいたします。 

 

○田名網雇用環境・均等室長 

 男性育休について引き続き何度も何度も周知して、労使の意識を高めていってほしいと
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いう趣旨のお声がありました。ありがとうございます。丁度いいタイミングと言ってはな

んですが、いわゆる男性育休を後押しできるような形での改正が今回の育児・介護休業法

改正の目玉でございます。令和４年４月１日から施行されますけれども、まずは男性が育

児休業を取得しやすい環境の整備ということです。色々なアンケートや調査等によります

と、男性が育児休業を取りたいと思っていても、やはり職場の後押しがなければ取りにく

いとか、また収入が下がるので取りにくい等の声があるところでございます。 

職場環境の整備とは、研修の実施ですとか、相談体制の整備、うちの会社ではこのよう

に育児休業を取った方がいたよというような事例収集や提供、それからうちの会社は育児

休業の取得促進をしていくんだという方針の周知、これらの４項目のうちから、最低１つ

は取り組むことが４月１日からの義務事項でございます。ただ、これは１つだけではなく

て、可能な限りいくつかを組み合わせて、より良い環境整備をしていただけることを私ど

もとしては期待しております。 

また、男性の方からも要望のありました短期育児休業として、「産後パパ育休」という

ものが新設されます。これは子の出生後８週間以内に４週間まで取得可能というものでご

ざいますが、育児休業と全く違うのは、最初から休業中の就業も折り込まれているという

ことです。労使協定を締結している場合で、所定労働時間又は休業期間の半分程度が就労

の限度にはなりますけれども、育児休業を取得する男性のお声なども色々と考慮した制度

となっていますので、現行の育児休業制度などと併せまして、家庭の中で話し合っていた

だいて、様々な制度を組み合わせて使っていただき、男女ともに仕事と家庭の両立につい

て取り組んでいただければこんなに嬉しいことはないなと思っております。この法律の改

正に関しましても周知に力を入れてまいりますので、どうぞご協力方よろしくお願いいた

します。ご意見ありがとうございます。 

 

○澤邉会長 

 ありがとうございます。他の委員の方からございませんか。柏木委員、よろしくお願い

いたします。 

 

○柏木（労）委員 

 労働側委員の柏木です。２点あります。資料１の27頁ですけれども、（４）の非正規雇

用労働者のキャリアアップの推進等というところの２番、無期転換ルールについてです。

2013年の４月に施行されたこの無期転換ルール改正労働契約法ですが、５年経過したこの

2018年の４月から、権利行使できる労働者が出ております。しかし、今回同一労働同一賃

金の導入によって、同じ職場で働く新人の有期雇用労働者に対して、この手当や賞与が支

払われるということになったと。にもかかわらず無期転換雇用労働者はこの同一労働同一

賃金の対象外ということで、この有期雇用の時の条件と変わらずにいるという問題が出て
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います。今、連合山形が交渉している事案があります。これはまったく法の抜け穴で、イ

ンターネット上ではこれは由々しき問題なんです。インターネット上で同一労働同一賃金

の対象外としてこの無期雇用労働者を扱えるということから、有期雇用労働者を無期転換

した方が得だというように指南する専門家もインターネット上で見受けられています。本

当に由々しき状況だと思っております。今年の春から、この無期転換ルールを見直すため

の検討会が立ち上げられましたが、法の趣旨に則って無期転換した労働者が安心して働き

続けられる制度に整備することを、関連法として検討されていると思いますけれども、先

ほどの円滑な運用を周知するにあたっては、この無期転換労働者の労働条件も変えなくて

もいいんだということではなく、しっかりと法の趣旨に則った運用をしてもらうよう周知

してほしいと思います。そして、労働局がこの無期転換の労働条件についても、向上させ

る取組というものをここで付け加えていただきたいと思います。 

 もう１点は、同じく資料１の28頁、早期の紛争解決に向けた体制整備等ということで、

労働基準監督署並びに労働局において、総合労働相談コーナーの体制を整えて各労働者の

相談に対応されていますが、今年の８月に監督署に相談したが、担当の職員がいないので

受け付けられませんと言われ、泣きながら私どもに相談に来られた方がおります。調べた

ところ、庄内労働基準監督署は、今、ホームページの方に当面の間、総合労働相談員が不

在ですと、山形労働局総合労働相談コーナーをご利用くださいという表示が赤い印で載っ

ていました。それを見たとき、せっかく地域の、特に庄内は酒田と鶴岡を合わせての監督

署ですから、相談員がいないということ自体が非常に残念なことです。急な退職でおられ

ないのかなというふうにも思っていましたが、最近、米沢の労働基準監督署も同様な表示

がなされ、この６カ所の体制ではなくて、４カ所、３カ所の体制ですか。労働のトラブル

があったら、一般の方が思いつくのは地域の監督署だというふうに思いますので、相談員

がいないなら他の職員で対応するとか、ここの配置をしっかりとやっていただくようお願

いします。 

 

○澤邉会長 

 ありがとうございました。それではどちらからいきますか。無期転換の方で。 

 

○田名網雇用環境・均等室長 

 それでは無期転換ルールに関してということですけれども、確かにご存じのようにパー

トタイム・有期雇用労働法の対象となる労働者というのは、フルタイムの有期雇用労働者

と、フルタイムであっても無期であっても短時間労働者の２つになってしまっていて、例

えばフルタイムの無期転換者の方々ですね。そういった方々がポロッと落ちてしまってい

るのではないのかというようなご指摘だと考えております。もちろん正社員に関しまして

も例えばその職務分析、職務評価などをすることなどによって、本来はこの職務だったら
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これくらいの価値があるのではないかと把握することは、正社員と無期転換の方の処遇を

考える一助になるのではないと考えております。ただ、その法の抜け穴というご指摘につ

いては、頷けるところもございますので、今のところは総合労働相談コーナーにトラブル

の相談をいただければ助言・指導、もしくはあっせん等での解決につなげることもできま

すので、是非活用していただければと考えております。また、この無期転換ルールに関す

る見直しなどに関しましては、具体的なところは知らされてはいませんが、本省の方から

何か指示があるようであれば、そこは積極的に対応してまいりたいと考えております。 

 それから先ほど総合労働相談コーナーの体制についてご指摘いただきました。確かにい

ま局と各署コーナーとで６カ所でございますが、そのうち２署で総合労働相談員の欠員が

生じており、地元の皆様にも、また関連の皆様にも非常にご迷惑をお掛けしておりまして

心苦しいところでございます。採用に関しては引き続き実施しておりますけれども、先ほ

ど署に相談したら担当の者がいないので受け付けられませんと相談を断られたということ

で、相談者の方を傷つけてしまったという点に関しましては、お詫び申し上げます。現在、

庄内署の相談コーナーに関しては電話をかけると局の方に掛けてくださいというような案

内音声を流す形にならざるを得ないのでございますが、相談者の方が労働基準監督署の方

に直接相談に行った際には、一通りの話を聞いた上で話を整理して、労働基準監督署で対

応可能な内容であればそこで、それ以外の内容であれば引き続き局の総合労働相談コーナ

ーの方に適切に取り次ぐという体制作りを今のところはしっかりと行いたいと考えており

ます。ただ、何と言いましても欠員を埋めるということが重要でございますので、皆様に

ご迷惑のないように努めて参りたいと思います。ご指摘ありがとうございます。 

 

○澤邉会長 

 よろしいでしょうか。他に委員の皆様でいらっしゃいますでしょうか。それでは設樂委

員、よろしくお願いいたします。 

 

○設樂（労）委員 

 労働側委員の設樂です。私の方から１点お願いをしておきたいことがあります。 

 運営方針の上期の重点については状況として受け止めさせていただきたいと思います。

この数年の中で私たち労働者側として働き方改革の定着に注力を図ってきたところであり

ます。その中で行政運営方針のところで、私たちが発言をして掲載の方をしていただくと

いうことがいつのまにか欠けていたかと思いますが、今日の報告の中にも働き方改革の部

分について、あまり記載されていません。具体的に申し上げますと、私たちが一番関心の

高いのは４点ほどあるんですけれども、１つ目は時間外労働の上限規制、２つ目は３６協

定の締結、３つ目が有給休暇５日間の取得義務。それから労働時間の客観的把握が、これ

が企業側に対して義務化されたわけであります。３６協定の締結については、この審議会



25 

 

の中でも私の方から何度か質問させていただきましたが、山形県内的にはトータルとして

まだ４割ぐらいにとどまっているという状況でした。有給休暇の取得がなかなか進まない

ということなどもあって、労働者の方の、例えば長時間労働に基づく精神疾患等の悪影響

を及ぼしてしまう点について、日頃から危惧しています。その点からしても、定着状況に

ついてぜひ労働局で引き続き把握していただきたいと思います。労働基準法を改正した後

は、良好な状況になっているだろうとは思いますけれども、数字的な統計の部分をぜひ教

えていただけないでしょうか。 

 併せて、気の早い話になりますが、令和４年度の運営方針のところにも、改めて、私の

方からお話しました４点などについて、これは県内的に取り組んでいくんだということな

どについても、ぜひ運営方針に網羅していただくよう改めて要望いたします。 

 

○澤邉会長 

 ありがとうございました。お答えできる範囲で、要望というかお願いだったんですけれ

ども、いかがでしょうか。 

 

○小森山形労働局長 

 ご意見ありがとうございます。今ご意見いただきましたことについては、働き方改革に

関する事項でございますが、これは我々労働行政といたしましても大変重要な課題という

ふうに認識しておりまして、状況を的確に把握するということにつきましても、今後の行

政展開においては極めて重要でございますし、基本であると認識しているところでござい

ます。数字を基にどのように対応していくかというのは、我々としても気にかけていかな

くてはいけないことでございますし、ここにおられる各委員の皆様におきましても、そう

いったことを認識していただきながら、来年度の運営方針に反映していくということが基

本ではないかと思っております。いま設樂委員から来年度の運営方針というような発言が

ございましたけれども、これから、来年度の運営方針の検討に入る状況でございますので、

その辺は各委員のご意見も踏まえまして、我々としてもできる範囲で対応していきたいと

思っております。 

 

○澤邉会長 

 設樂委員、よろしいでしょうか。ありがとうございます。他の委員から何かございます

でしょうか。それでは奥山委員、よろしくお願いいたします。 

 

 

○奥山（使）委員 

 使用者代表の奥山と申します。新規学卒者の就職支援というところで１つお願いがござ
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います。弊社もそうなんですけれども、大卒者の求人をハローワークの方に出させていた

だいてもなかなか応募者が集まらない。なかなか人が見ていない。結果、学生の皆さんは

何を見ているかと言うと、マイナビやリクナビなど民間企業の求人サイトを見ています。

やはりそっちからの応募がほぼほぼということで、そちらに企業側としてもエントリーを

しないと人が流れてこないという残念な結果で、人を採るのに非常にお金が掛かるんです

ね。かつ内々定を多めに出しても、結果、いろいろな所を天秤に掛けられて、最終的に

内々定を辞退してくる学生さんが非常に多い。逆に言うと高校生の方の求人に対しては、

学校側の方でも責任を持って対応してくださるので、弊社としても雇用しやすいし、確実

に就職してくださるという安心感があるんですけれども、大学生に関してはまったくもっ

て蓋を開けないと分からないという状態で、内定式の直前で内定辞退ということもあって、

結果、見越していた人材が集まらず、将来的な雇用の確保というところでは企業側は非常

に苦労していると思います。また山形県の企業さんで、求人状況の採用状況というのは資

料として見させていただいたことがあるんですけれども、 150人ぐらいの学生さんから応

募がありながら、大卒の、内定を予定していた方のうち内定したのがたったの４人とか、

そういった事例があると聞くと、優秀な人材をもっともっと山形県の中小企業にも残した

いという思いがあります。それと併せてお願いしたいのが、いろいろとＩターン、Ｕター

ンの面接会や合同説明会などを開催してくださっています。そこに対して、例えば交通費

の一部補助をしてもらうとか、山形県自体では交通費、インターン何日以上やったら補助

金を出しますよというのもあるんですけれども、そういったことをやってくださると地元

に戻って働こうかなと思う学生も増えるのかなと思います。親だけが負担を強いられるの

ではなく、そういった支援体制も作っていただけたら、もっともっとＵターン学生が増え

るんじゃないかと思います。 

 

○澤邉会長 

 ありがとうございます。担当部局の方で何かコメントございますでしょうか。 

 

○古川職業安定部長 

 ご意見の方ありがとうございます。学卒について中小企業様の若い方の人材確保という

ところが非常に重要な課題というふうに認識しています。おっしゃったとおり大学生につ

いてはご自身で就職活動をなされるというところがメインになりますので、必ずしもハロ

ーワークというところではないんですけれども、中小企業様の人材確保という面で、例え

ば大学と連携させていただいて、より多くの方にハローワークの方にも来ていただくとい

うようなところの取組など、それから新卒応援ハローワークというのを山形駅の近くに置

いているんですけれども、そちらの方にも大学生の方に、１人でも多く来ていただけるよ

うに周知をしているところでございます。引き続きご意見を踏まえまして大学生の方のハ
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ローワークの活用について引き続き取り組んでいきたいというふうに思います。 

 それからＩターン、Ｕターンということですけれども、県全体としましても地元に定着

していただいて、地域の活性化につなげていただくというところは非常に重要だというふ

うに思っておりまして、おっしゃったとおり、県と連携しまして各種イベントも開催して

おります。助成内容と言うか、交通費とか、そういったところの財源とか、どこまででき

るかというところもありますので、ご意見を踏まえまして１人でも多くの方が来ていただ

けるようなイベント等を開催して、若い方の地元定着にこれからも努めていきたいという

ふうに思います。 

 

○澤邉会長 

 いかがでしょうか。それではこれで意見交換を終了したいと思います。皆様本当にあり

がとうございました。各委員からいただきましたご意見ご質問などを踏まえ、山形労働局

は今後の行政運営に当たられるようお願いいたします。 

 以上で議事を終了いたします。円滑な進行にご協力いただきましてありがとうございま

した。それでは最後に労働局長より一言お願いいたします。 

 

 

○小森山形労働局長 

 本日は皆様真摯にご議論いただきまして誠にありがとうございます。いただきましたご

意見には、さまざまなご意見がございました。耳が痛くなるような意見もございましたし、

参考にさせていただくようなご意見、ご指摘等もございました。今後は可能な限りしっか

りと今日の意見等を踏まえまして対応したいと思っております。また現在のこういった状

況を踏まえまして、我々行政側が求められているものは一体何かということを、迅速に的

確そして機動的に対応していくということが、きわめて重要なことだと改めて認識いたし

ました。今後とも誠に勝手ではございますが、引き続き我が行政に対しまして、皆様のご

支援とご協力を賜りたいと思っております。本日は誠にありがとうございました。 

 

（進行）澤邉会長、委員の皆様、貴重なご意見をいただきまして誠にありがとうございま

した。これをもちまして令和３年度第１回山形地方労働審議会を閉会いたします。 

                                

 

 以 上 

 


